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平成２９年度松江市社会福祉協議会事業計画

基本方針

少子高齢化、人口減少が進み、家族規模・構成や働き方の変容等により、家族や地域、職場での相互扶助機能が低下しており、市内でも社会的孤立や虐待、経済的困窮、貧困の世代間連鎖など、既存の社会保障・社会福祉制度ではなかなか解決に至らない問題も顕在化してきています。

　国では、子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現を基本コンセプトに公的支援の「縦割り」から「丸ごと」への転換と住民に身近な圏域での「他人事」になりがちな地域づくりを「我が事」として主体的に取り組む仕組みや、公的な福祉サービスへのつなぎを含めた「丸ごと」の相談支援体制整備、「我が事・丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへの転換などの検討がなされており、平成30年度に予定される生活困窮者自立支援制度見直しなどの機会をとらえ社会福祉制度全般の改革をおこなっていくこととしています。本会においてもその動向を的確に把握していく必要があります。

　また、平成29年度から完全施行となる社会福祉法人制度改革に伴い、社会福祉法人はこれまで以上に高い公共性や公益性が求められており、本会においても松江市や市内社会福祉法人等と十分に連携・協働を図りながら、社会福祉法人が制度の狭間にある地域の課題に積極的に対応し、その存在意義を高める取り組みを進めなければなりません。
平成29年度は、これらの課題解決も踏まえ、第４次松江市地域福祉計画・地域福祉活動計画の『みんなでやらこい福祉でまちづくり「住みやすさ日本一」をめざして』を基本理念とし、(1)人づくり地域づくりを推進する。(2)福祉サービスが利用しやすい環境整備を行う。(3)安心して住み続けられるまちづくりを目指す。(4)生活課題を解決する。の4つの基本目標と具体的な21の進めるべき方策に基づき“誰もが安心して暮らせる社会”を構築するために、計画の進捗状況の検証を行い社協の組織力や専門性を活かし、地域住民やボランティア、関係機関・団体、行政等と連携、協働し計画の具現化を進めてまいります。
　また、新たな福祉課題や、制度の改正に柔軟かつ的確に対応できるよう各課、各担当が連携、協力して事業を遂行してまいります。

重点事業

１．地域福祉の推進

本市では公民館に地区社協の事務局を置き、「社会教育」と「地域福祉」の融合をめざし地域福祉活動を推進してきましたが、この仕組みは、国が進めようとしている住民に身近な圏域での「我が事・丸ごと」の取り組みを先駆的に取り組んできたことと言えます。地区担当職員は引き続き公民館、地区社協と連携・協働し、地域の福祉活動支援を行うとともに、第2層の生活支援コーディネーターとして住民が主体的に地域課題を把握して地域資源の発掘や開発、ネットワークの構築等による解決を試みる体制づくりのために必要な働きかけや支援を行います。

また、コミュニティソーシャルワーカーとして、民生児童委員、福祉推進員などとつながり生活のあらゆる困り事の相談対応と地域包括支援センターをはじめ関係する機関や団体等と連携し制度の狭間に陥らない「ワンストップ」の相談支援を目指します。
２．ボランティア活動の推進

ボランティアコーディネーターは積極的に地域に出向き、関係機関・団体と連携、協働し「ボランティアをしたい人」と「ボランティアを必要とする人」をつなぐ機能や相談支援体制の強化を図ります。
また、高齢者の介護予防の促進と活躍の場の進展、地域活動・ボランティア活動の促進を目的に「まめなかポイント」（福祉ボランティアポイント事業）の取り組みを行います。

３．地域包括ケアシステム実現に向けた事業の推進

　 第6期松江市高齢者福祉計画・介護保険事業計画を受け、介護・予防・医療・生活支援・住まいの５つのサービスを一体化した地域包括ケアシステムの実現に向けた事業の取り組みを行います。　

　特に今年度から実施される「介護予防・日常生活支援総合事業」への移行や高齢者の介護予防・自立支援の視点に立った介護予防ケアマネジメントができるような利用者や介護支援専門員への相談支援、「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」との連携、個別ケースの課題解決から地域課題の解決につなげていく「地域ケア会議」を積極的に進めていきます。
また、今年度新たに社協が受託する「在宅医療・介護連携支援センター(仮称)」の設置にあたり、市・保健所・医師会・介護支援専門員協会・訪問看護ステーション部会等と密に連携しながら運営してまいります。

　そして、生活支援コーディネーターを中心に、地域福祉課・地域包括ケア推進課が協働で、地域福祉の視点や手法を十分発揮し、社会資源の把握や多様な生活支援サービスの創設・担い手の養成・人材確保、第２層の協議体の立ち上げ支援を行います。

４．指定市町村事務受託法人の指定による要介護認定調査の受託事業

　松江市社会福祉協議会は、指定市町村事務受託法人の指定（島根県では初めての指定）を受け、平成２９年度から松江市の要介護認定調査を受託し、要介護認定調査を開始いたします。このことに伴い、今まで継続、変更の場合のみ要介護認定調査を実施していましたが、新たに新規の要介護認定申請を受け付けた際にも松江市に代わって実施することとなります。

　この事務受託法人の指定は、事務を的確に実施するに足りる経理的・技術的基礎がある等の要件を満たし、受託事務を適正に運営できると認められたことによりますが、今後一層の質の向上に努めてまいります。

５．総合相談支援の強化・充実～全世代・全対象型地域包括支援体制構築に向けて～

生活困窮者自立支援制度が施行され２年が経過し、松江市くらし相談支援センターの相談事例の中に複合的な問題を抱える家族や見えにくい貧困の実態が明らかになってきています。そのような状況の中、厚生労働省は「新たな時代に対応した福祉提供ビジョン」の重点施策として「高齢者、障がい者、子ども等といった分野を問わない全世代・全対象型地域包括支援の必要性」を示しました。複数分野の問題や複雑に絡む問題を抱える対象者や世帯に対し、相談支援を分野横断的かつ包括的に提供することが求められています。
新たに生活支援課の内室として総合相談調整室を設置し、社協の持つ様々な相談機能「地域包括支援センター」「コミュニティソーシャルワーカー」「障がい者サポートステーション絆」「くらし相談支援センター」「権利擁護事業」等との連携の仕組みづくりや困難事例への対応力の向上、さらには法人外組織「法テラス島根」「松江成年後見センター」等との連携も強化し、総合相談機能の充実を図ります。

６．社協が実施する介護センターの運営

社協が介護センターを運営することの強みは、住民の福祉活動などのインフォーマルな資源との連携が図りやすいことです。そのような特性と生活困窮者、権利擁護から見える視点で、生活課題に取り組み、複合的な課題や制度の狭間の多様なニーズなど、一般的な事業所が取組みにくいケース、特に地域包括支援センターからのケースについては積極的に受け入れてきました。

このような事例などを通して、個別支援にとどまらず、例えば引きこもりや精神障がいを抱え経済的に困窮している等、複数の問題を抱える世帯全体の支援を行い、他制度や事業、地域での支援につなぐなど、社協事業所ならではの支援を展開してきました。

また、介護センターの運営を通じて職員の育成、経験を積み、より上位の資格取得に取り組んでいます。

現在介護センター事業は居宅介護支援事業・訪問介護事業・通所介護事業及び居宅介護事業・同行援護事業等を実施しています。昨今の介護を取り巻く環境から、各事業とも職員の確保、利益の減少など厳しい状況が続いています。地域の情勢や社協の役割を見極めたうえで、業務内容や人員体制の見直しを行うとともに、効果的な経営改善策を立案・実施してまいります。

平成２９年度は、松江市においても改正介護保険法による「介護予防・日常生活支援総合事業」が始まります。これまで予防給付として全国一律に給付されていた要支援者への訪問介護や通所介護が、松江市実施主体となる「介護予防・生活支援サービス」に移行され、各地域の実情に合わせた、より多様なサービス体制が可能になりました。この新しい仕組みづくりに社協の各介護センターも、積極的に参画します。
７．改正社会福祉法への対応(組織体制の充実と財政基盤の安定をめざす仕組みづくり)

今年度より改正社会福祉法が施行されます。各社会福祉法人は、その経営組織のガバナンス（管理体制）の強化や、事業運営の透明性の向上等、組織のあり方について幅広い改革が求められています。具体的な内容としては、社会福祉法人の理事・評議員の選出方法の変更や財政規律の強化、地域における公益的な取り組みの推進等があります。昨年度は、理事を中心とした2つの委員会を立ち上げ、「理事・評議員の選出方法等」及び「財政規律の強化」について検討したところです。さらに本年１月には、地域における公益的な取り組みの推進を目指して、市内47法人が「松江市社会福祉法人連絡会」を立ち上げ当会が事務局を担うことになりました。今後はさらに、社協法人としての取り組みや社協が行う事業の透明化が進み、住民理解が求められるよう努めます。
実施事業

１．社協運営及び機能強化

（１）法人運営管理

　　①理事、評議員、監査委員の改選
②理事会、評議員会、監査会等の開催

③委員会の設置

（２）事務局運営管理

　　①本所の運営管理

　　②東出雲支所の運営管理

　　③各事業所の運営管理
　　④行動計画の策定

　　⑤指定管理施設の適正な運営管理
（３）広報調査

　　①社協だより・刊行物等の発行、電子媒体等の管理運営など

　　②情報収集、調査研究、情報提供

　　③法人の情報公開の推進

（４）会員確保・資金造成

　　①社協会員及び会費の拡充

　　②松江市共同募金委員会の支援

　　③日赤社費の造成支援
　　④篤志寄付金の確保と理解
⑤基金等の適正な運用

（５）研修啓発

　　①松江市社会福祉大会の開催

②社協役職員及び関係者の研修会の開催

　　③介護職員初任者研修会の開催

　　④各種研修、大会、啓発事業の開催及び共
　　　催
　　・健康福祉フェスティバル

・戦没者追悼式

・市民余芸大会

（６）連絡調整

　　①関係機関・団体・施設等の連絡調整

②当事者の組織化及び援助育成

③地区社会福祉協議会との連携強化
④民生児童委員協議会連合会との連携強
　化
⑤町内会・自治会連合会との連携強化

⑥社会福祉団体等の育成援助及び連絡調整

⑦八市社協会への参画

（７）社会福祉法人としての取り組み(制度改革への対応)
　　①経営組織のガバナンスのさらなる強化

　　②事業運営の透明性の向上と市民理解

　　③財務規律の強化

　　④地域における公益的な取組の実施

　　⑤他法人との協同体制の構築
（８）個人情報保護の推進

（９）苦情処理体制の推進

（10）篤志寄付金配分事業の推進

２．地域福祉及び連絡調整の強化

（１）地域福祉推進事業

①第４次松江市地域福祉計画・地域福祉活動計画の実施・推進管理

　　②地区社協活動助成事業(すこやかライフ推進事業の実施)

③地区社協会長会の支援

④福祉推進員代表者会との連携

⑤福祉推進員と地域福祉関係者との連携

⑥要配慮者支援推進事業の推進

⑦地域ケア連携推進フォーラムの開催

（２）地区社協の活動支援

　　①第４次地区地域福祉活動計画推進支援
　　②地区社協事業の活動支援

（３）福祉でまちづくり事業

①福祉推進員ブロック研修会の開催

②福祉推進員と民生児童委員との合同研修

会の開催

③地区社協福祉担当職員連絡会の開催

　　④認知症見守りネットワーク事業の拡充
⑤介護者の集い、男性介護者の集いの開催
⑥生活再建お家クリーニング事業
⑦コミュニティソーシャルワーカー(CSW)の設置と推進

・CSW広報事業

・CSW相談事業

・生活の困り事探し事業

　　⑧「新たな支え合いファンド」事業の実施
　　⑨子ども食堂事業の普及・啓発

　　⑩農福連携（居場所づくり）事業の実施

　　⑪生活再建・一時保護施設（シェルター）

事業の実施

（４）福祉サービス

　　①福祉サービスの企画・実施・支援
・移送サービス事業

・ゆうあいヘルプサービス事業

・なごやか寄り合い事業

・その他のサービス事業の企画・実施

（５）新たなニーズに対応した独自事業の企画
実施

３．ボランティア活動の推進

（１）ボランティアセンター事業

　　①運営委員会、専門委員会の開催

　　②ボランティアコーディネート

　　・ボランティアの調整
　　③ボランティアの養成、育成

　　・ボランティア基礎講座の開催

・障がい児者ボランティア講座の開催

・あいサポーター運動の推進

　　・フレッシュサポーター研修の開催

　　・ボランティアポイント制度の実施
　　④ボランティア活動支援

・ボランティア保険加入、事故処理手続
　　⑤福祉教育の推進

　　・学校等からの福祉教育の受付、調整

    ・松江市障がいのある人もない人も共に住みよいまちづくり条例の普及、啓発
　　⑥ボランティアの情報発信

　　⑦関係機関、団体等との連携、協力

　　・市民活動センター等関係機関との連携

　　・松江市ボランティア連絡協議会、企業ボ
ランティア松江ネットワーク会議活動
支援

４．生活支援事業の推進

（１）総合相談支援の強化・充実

①総合相談調整室の設置

　　・複合的なニーズ対応するための仕組みづくり

　　・スーパーバイズ（援助者実践者への監督）機能強化

②総合相談機能強化事業

　　③開発会議・支援策研究会議の推進

　　④対策会議の開催

　　⑤コミュニティーソーシャルワーク機能の強化

　　⑥市民向け公開講座の開催

　　⑦地域包括・障がい相談事業所合同事例検討会の開催

　　⑧法テラス島根との連携

　　　・助っ人弁護士制度の推進

（２）権利擁護事業の推進

　　①日常生活自立支援事業の推進

　　②法人後見事業の推進

③市民後見人等の養成

④権利擁護支援制度の啓発・普及

⑤権利擁護推進委員会の開催

⑥権利擁護困難事例検討会の開催
（３）松江市くらし相談支援センター事業

　　①自立相談支援事業

　　②就労準備支援事業

　　③家計相談支援事業

　　④一時生活支援事業

⑤貸付事業

　　⑥フードバンク事業(一人一品運動)

　　⑦入居債務保証事業

（４）障がい者サポートステーション絆の運営

　　①３障がい（身体、知的、精神）総合相談事業

　　②啓発・広報事業

　　③研修事業

　　④連携事業

（５）障がい児(者)家庭相談事業

　　①指定一般相談事業

　　②障がい者の余暇支援の推進

　　③刑余者等支援ネットワーク事業

５．介護保険関係事業の推進

（１）地域包括支援センター事業の推進

①中央地域包括支援センター(基幹型)
②松東地域包括支援センター及びサテライト
　　　③松北地域包括支援センター

④湖南地域包括支援センター及びサテライト

⑤松南第１地域包括支援センター

⑥松南第２地域包括支援センター

・総合相談事業
・権利擁護業務
・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
・介護予防ケアマネジメント業務
・指定介護予防支援事業

(２）在宅医療・介護連携支援事業の推進
　　①在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の受託
　　・地域の医療・介護資源の把握
　　・医療・介護関係者の情報共有の支援
　　・在宅医療・介護連携に関する相談支援
　　・医療・介護関係者の研修

　　・地域住民への普及啓発

（３）松江社協介護センターの経営

　　①居宅介護支援事業

　　②訪問介護事業

（４）美保関介護センターの経営

　　①居宅介護支援事業

　　②通所介護事業

　　③訪問介護事業

（５）松南介護センターの経営

　　①居宅介護支援事業

　　②訪問介護事業

（６）宍道介護センターの経営

　　①居宅介護支援事業

　　②訪問介護事業

（７）自費ヘルパー事業の推進

（８）要介護認定訪問調査事業の受託

　　　　　　　　　　（新規、継続、変更）

　　①本所及び東出雲分室
（９）生活支援コーディネート事業の受託
　　①地域課題とニーズ把握、共有

　　②社会資源の把握及び開発
　　・インフォーマルサービスの活用

　　・サービスの担い手の養成

　　③ネットワークの構築
　　・関係機関の情報共有
　　・サービス提供主体間の連携体制づくり

６．障害者総合支援法関係事業の推進

　　①松江社協障がい者居宅介護・同行援護

事業

　  ②美保関障がい者居宅介護事業・同行援護事

　　　業

　　③松南障がい者居宅介護・同行援護事業

　　④宍道障がい者居宅介護事業

７．児童福祉サービスの推進

（１）子育て支援事業の推進

　①あったかスクラム事業

８．福祉施設等管理運営事業の自主及び受託
（１）松江市総合福祉センター指定管理事業

（２）松江市美保関高齢者生活福祉センター指定管理事業

（３）松江市美保関西ふれあいプラザ指定管理事業

（４）八雲児童センター指定管理事業

（５）宍道屋内ゲートボール場運営事業
（６）東出雲老人福祉センター指定管理事業


